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静岡県立朝霧野外活動センター指定管理者募集要項

１ 指定管理者制度導入の目的

静岡県では、静岡県立朝霧野外活動センター（以下「センター」という。）における

指定管理期間が令和２年３月 31 日をもって満了となるため、静岡県立青年の家等の設

置、管理及び使用料に関する条例(平成 18 年静岡県条例第 42 号。以下「青年の家等設

置条例」という。)第 14 条の規定に基づき、以下のとおりセンターの設置目的をより効

率的、効果的に達成し、県民サービスの向上を図ることができる指定管理者を募集しま

す。

２ 指定管理者を募集する施設の概要

(1) 施設の名称

静岡県立朝霧野外活動センター

(2) 施設の目的

団体宿泊訓練又は野外活動その他の自然に親しむ活動を通じて青少年の健全な育成

その他の社会教育の振興に寄与する。

(3) 施設の概要

ア 住 所 静岡県富士宮市根原１番地(富士山西麓 朝霧高原)

北緯 35°22′55″ 東経 138°35′28″ 海抜約 860ｍ

イ 宿泊定員 宿泊施設 200 人(本館棟 宿泊室)

キャンプ場 400 人(内 常設テント 300 人)

ウ 敷地面積 県有地 342.88 ㎡

借 地 215,495.46 ㎡ (富士宮市 上井出財産区所有)

エ 建物面積 建築面積 5,284.31 ㎡ (延面積 9,163.12 ㎡)

オ 主な施設

○本 館 棟

合 計 215,838.34 ㎡

１Ｆ

オリエンテーション室 収容人員 50 人

食 堂 収容人員 200 人

そ の 他
事務室、所長室、会議室、保健室、エントランス、

厨房、機械室等共用設備室

２Ｆ

研 修 室 収容人員 100 人

視 聴 覚 室 収容人員 150 人

宿 泊 室 （ 和 室 ） 収容人員 20 人 （２室）

そ の 他 共 用 浴室（男女各 20～30 人）、ランドリー
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※宿泊室は 6 人定員

○体育館棟

○キャンプ場

○ その他

３ 指定管理者が行う管理の基準

(1) 基本的事項

ア 関連する法令、条例及び規則の規定を遵守し、適正な青少年教育施設の運営を行う

こと。

イ 利用団体の安全確保を最優先とし、適切な体制を整えること。

ウ 利用団体に対して適切なサービスの提供を行うこと。

エ センターの施設及び物品等の維持管理を適切に行うこと。

オ 当該指定管理者が業務に関連して取得した利用団体に関する個人情報を適切に取り

扱うこと。

(２) 使用の承認等

ア センターを利用できるのは、以下の方です。

３Ｆ
宿 泊 室

収容人員 92 人（16 室）（車椅子対応２人１室含

む）

指 導 者 室 収容人員 ４人 （２室）

４Ｆ 宿 泊 室 収容人員 84 人 （14 室）

１Ｆ
アイススケートリンク

収容人員 75 人

※リンク面積：30m×20m=600 ㎡

〃 付属施設 ロッカー、貸し靴コーナー

２Ｆ

多 目 的 体 育 館 バスケット、バレー、バドミントン、卓球等

プ ラ ネ タ リ ウ ム 室
収容人数 100 人

※ドームスクリーン:直径 11m

ネ イ チ ャ ー ル ー ム 収容人数 50 人 （工作台、工作用具）

キャンプ

サイト

(5 サイト)

A～C サイト

※常設テント

収容人員 300 人 （5人×20 張×3 サイト）

炊飯棟（炉、調理台、洗い場）、便所

D、Eサイト

※上級者向け

収容人員 100 人 （50 人×2サイト）

洗い場、便所 ※テントは利用者設営

大 営 火 場 収容人員 400 人

キ ャ ン プ セ ン タ ー
研修室（100 人）、シャワー（男女各 23 箇所）

ランドリー、管理室、用具等倉庫

自 転 車 置 場 （ 倉 庫 ） マウンテンバイク 150 台

駐 車 場 乗用車用 68 台
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（ア）勤労青少年

（イ）学生・生徒

（ウ）生徒・児童・幼児

（エ）指導者・引率者

（オ）その他指定管理者が適当と認める者

※「勤労青少年」とは、勤労に従事している者で 26 歳未満の者です。

※「学生・生徒」とは、大学及び高等学校の在学者並びにこれらに準ずる者です。

※「生徒・児童・幼児」とは、中学校、小学校及び幼稚園の在学者又は在園者並びに

これらに準ずる者です。

※「指導者・引率者」とは、勤労青少年、学生・生徒及び生徒・児童・幼児の指導又

は引率をする者です。

イ 指定管理者は、申請者から使用承認申請書の提出があり、適当と認められる場合、使

用承認通知書を交付します。このとき、必要があるときは使用承認通知書に必要な条

件を付すことができます。

また、センターの管理上支障があると認めるとき等、センターの使用を不適当と認

めるときは、使用不承認通知書を交付します。

ウ 指定管理者は、申請者がイで付された条件に違反しているとき、又は偽りその他不正

な手段により使用の承認を受けたことが判明したときは、その者に対し承認を取り消

し、又は使用を制限することができます。

４ 指定管理者が行う業務の範囲

(1) 施設の管理に関する業務

ア 青少年教育施設としての安全面、衛生面、機能面の確保と管理

イ 日常及び定期的な施設点検と補修、保守管理

(2) 施設の運営に関する業務

ア 使用申請の受付、案内

イ 利用料金の設定及び徴収

ウ 食事などの必要なサービスの提供

エ 宿泊施設・キャンプ場の運営

オ スケートリンク等、運動施設の運営

カ プラネタリウムの運営

(3) 事業の運営に関する業務

ア 利用者への指導

イ 青少年の団体宿泊訓練、野外活動の指導及び助言

ウ 青少年団体の指導者の育成及び指導

エ 県からの委託事業の実施・自主事業の開催

オ 利用者の安全確保
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(4) その他の業務

ア 利用団体間の調整

イ 施設利用のルール（布団のたたみかた、掃除等）の利用者への周知、指導

ウ 指導依頼への対応

エ 庶務・経理

オ 協定等の締結及び県との連絡調整

カ 事業計画書、収支予算書の作成

キ 事業報告書、収支報告書の作成

ク 業務の引継ぎ

ケ その他管理運営のために必要な業務（県と協議しながら決定します。）

※詳細については、別添「静岡県立朝霧野外活動センター指定管理者業務仕様書」を参照

のこと。

５ 指定期間

令和２年４月１日から令和７年３月 31 日までの５年間

なお、地方自治法第 244 条の２第 11 項の規定に基づき、県は、センターの適正な管理

を期するために行った必要な指示に指定管理者が従わないときその他指定管理者によ

る管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定を取り消し、又は期間を定め

て管理の業務の全部又は一部の停止を命ずる場合があります。

６ 管理に関する経費等

(1) 利用料金

ア センターでは利用料金制度を採用します。指定管理者は、利用料金を自らの収入と

して収受し、施設の管理運営に要する経費に充てるものとします。

イ 利用料金の額は、青年の家等設置条例第 18 条第 2 項の規定に基づき、指定管理者が

教育委員会の承認を受けて設定するものとします。

ウ 指定管理者は、教育委員会が定める基準に該当すると認めるときは、利用料金を減

免しなければなりません。

(2) 指定管理委託料

ア 利用料金収入のほかに、施設の管理運営に要する経費に充てるため、県は指定管理者

に対し、指定期間中に次の金額を上限として指定管理委託料を年度ごとに支払います。

イ 指定管理委託料の額は、指定管理者の業務に係る経費の支出見込額から利用料金等

の収入見込額を差し引いた額とし、公募の際に指定管理者から提案のあった金額を

基に、教育委員会と指定管理者が締結する協定において定めます。

指定管理委託料上限額 （令和２年度） １２７，０００ 千円

（令和３年度以降） １２６，５００ 千円

（消費税及び地方消費税相当額を含みます。）
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ウ 別添「静岡県立朝霧野外活動センター指定管理者業務仕様書」４（３）に定める、セン

ターの自主事業に係る利用料金も収入見込額に含まれます。

エ 減免基準の見直しに係る規則を改正し、業務仕様書９頁３（５）エ（イ）で示す減免対

象者のうち、県外からの利用者を除外することを予定しています。過去実績等の参考値

は以下のとおりです。なお、指定管理委託料上限額は、この規則改正による令和３年度

以降の収入見込額の増加を勘案の上、設定しています。

（①平成 29 年度県外利用減免者数 1,433 人、②収入額推計 286,600 円（①×200 円））

オ 条例で定める利用料金の見直しを検討しており、令和３年度以降の指定管理委託料が変

動する可能性があります。その場合は、協定の変更について協議させていただきます。

現在検討している見直し案は、以下のとおりです。

①利用料金全般（金額、減免基準）の見直し ②スケートリンクへの利用料金設定

７ 組 織

この施設本来の設置目的である青少年の健全育成その他社会教育の振興に寄与するため、

野外活動や集団生活を通じて行う各事業、県からの委託事業及びセンターの自主事業を安

全かつ円滑に実施するため、事務的スタッフの他、適切なスタッフを適正な数だけ配置し

てください。なお、施設の責任者として所長を配置するとともに、宿直時には最低１人の

人員を配置するようにしてください。

８ リスク管理、責任分担に関する事項

リスク管理、責任分担に関する考え方は、次のとおりです。なお、詳細は、基本協定を

締結する際に定めることとします。

項 目 内 容 等 県 指定管理者

１ 施設、設備等の損

傷による修繕

指定管理者による管理上の瑕疵(かし)によるもの
○

施設・設備等の設置に関する瑕疵によるもの ○

第三者の行為、経年劣化等による損傷等で小規模

なもの（１件当たりの所用額が 30 万円未満）
○

第三者の行為、経年劣化等による損傷等で大規模

なもの（１件当たりの所用額が 30 万円以上）
○

２ 管理、運営に係る

事故等による第三者

への損害賠償

指定管理者の責に帰すべき事由によるもの ○

施設・設備等の設置に関する瑕疵によるもの
○

３ 運営リスク
管理上の瑕疵による施設・設備等の利用休止 〇

施設・設備等の瑕疵による利用休止 〇

４ 書類の誤り
指定管理者が作成する書類の誤りによる損害 〇

仕様書等、県が作成する書類の誤りによる損害 〇

５ 情報管理 管理上の瑕疵による情報漏えい 〇
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６ 不可抗力への対応

県、指定管理者のいずれにも帰責事由がない不可

抗力(暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、

落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然現象)に起因

する施設修繕、事業中断等による経費増など

※上記以外の不可抗力に起因するものについては

県と協議する。

○

７ 物価変動、金利変

動、税制の変更によ

る管理運営経費の増

※税制の変更について、消費税は除外

○

８ 法制度の改正、行

政的理由による事業

内容の変更等による

運営経費の増

○

９ 事業終了時の対応

(撤収・施設等の原状

回復・引継ぎ)

指定管理期間終了時、又は期間途中での終了時は、

センターを原状に回復して県に施設、備品及び管

理に必要な書類等を引き渡すとともに、次期指定

管理者と十分に事務引継を行う。なお、原状回復

について、県が認めたときはこの限りではない。

○

10 保険加入

管理している施設の不備又は、業務中の不手際に

より利用者に対して損害を与えた結果、施設側が

法律上の損害賠償を問われた場合に備えた保険へ

の加入及び被災者への見舞金等の支払費用に備え

た保険への加入

（例）「青年の家等賠償責任保険」

「青年の家等利用者見舞金制度」

○
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（上表 10 の詳細）

※ 施設名にて加入するため、被保険者は「静岡県立朝霧野外活動センター」となる。

なお、保険加入に係る経費は、指定管理者が支払う。

９ 法令等の遵守

センターの管理に当たっては、本要項のほか、次の(ｱ)から(ｷ)までに掲げる法令等を遵

守すること。

(ｱ) 地方自治法、同法施行令

(ｲ) 労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法その他の労働関係法規

(ｳ) 静岡県立青年の家等の設置、管理及び使用料に関する条例

(ｴ) 静岡県立青年の家等の設置、管理及び使用料に関する規則（平成 18 年静岡県教育委

員会規則第 18 号）

(ｵ) 消防法、水道法その他の施設又は設備の維持管理又は保守点検に関する法令

保険の種類 保険の内容 被保険者

団体保険制度

(賠償責任保険制度)

対 象：管理している施設の不備あるいは業務

中の手落ちにより施設利用者に損害

を与えた結果、施設側が法律上の賠償

責任を問われた場合

限度額：対人賠償 １人 1 億円

１事故 1 億円

対物賠償 １事故 500 万円

静岡県立朝霧野

外活動センター

※

団体保険制度

(見舞金制度)

対 象：施設利用者に不慮の事故が発生したと

きに施設側に法律上の責任がある場合

限度額：災害対策費用

１人 100 万円×被災者数

傷害見舞費用

静岡県立朝霧野

外活動センター

※

死亡 50 万円

後遺障害(後遺障害の程度に応じた支払割合）

2～50 万円

入

院

入

院

日

数

31 日以上 10 万円

15～30 日以内 5万円

8～14 日以内 3万円

7日以内 2万円

通

院

通

院

日

数

31 日以上 5万円

15～30 日以内 3万円

8～14 日以内 2万円

7日以内 1万円
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(ｶ) 静岡県個人情報保護条例（平成 14 年静岡県条例第 58 号）

(ｷ) その他関連法令

本手続期間中に上記に規定する法令に改正があった場合は、改正された内容を仕様と

します。

10 申請に関する事項

(1) 指定管理者の申請手続

ア 募集要項の配布

(ｱ)配布期間 令和元年８月 16 日（金）から令和元年８月 27 日（火）まで

ただし、静岡県の休日を定める条例（平成元年静岡県条例第 8 号）に

規定する休日を除きます。

(ｲ)配布時間 午前８時 30 分から午後５時まで

(ｳ)配布場所 静岡県教育委員会社会教育課

〒420-8601 静岡市葵区追手町 9‐6 静岡県庁西館 8階

TEL 054-221-3313 FAX 054-221-3362

イ 現地説明会

(ｱ) 日 時 令和元年 8月 28 日（水）午後 1 時 30 分から午後 4 時

(ｲ) 場 所 静岡県立朝霧野外活動センター

〒418-0101 富士宮市根原 1 番地 ℡0544-52-0321

(ｳ) 参加人数 各団体及びグループ３人以内

(ｴ) 申込方法 参加申込書（様式 1）に必要事項を記入の上、郵送、ファクシミリ、

又は電子メールのいずれかで「17 指定申請書等の提出及び問い合わ

せ先」へ 8 月 27 日（火）までに申し込んでください。指定管理者の

申請を行う場合は、必ず現地説明会に参加してください。

(2) 募集事項に関する質問

ア 受付期間 令和元年 8 月 29 日（木）から令和元年 9 月 4 日（水）まで

イ 受付方法 質問書（様式 2）に記入の上、郵送、ファクシミリ又は電子メールのい

ずれかで「17 指定申請書等の提出及び問い合わせ先」へ受付期間内に提

出してください。

ウ 回答方法 質問者へは随時ファクシミリ又は電子メールにて回答します。

質問及び回答は必要に応じて現地説明会参加者全員に通知します。

(3) 申請資格

ア 法人その他の団体（以下「団体」という。）（個人での申請はできません。）

イ 複数の団体により構成されるグループ（以下「グループ」という。）

(ｱ) グループの場合は代表となる団体を定め、他の団体は構成団体とする。

(ｲ) 単独で申請した団体は、グループの構成員となることはできない。また、複数の

グループにおいて同時に構成団体となることもできない。
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(4) 申請者の制限

次のいずれかに該当する団体又は次のいずれかに該当する法人等が構成員となって

いるグループは、申請者となることはできません。

ア 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当する者

イ 静岡県から入札参加停止措置を受けている者

ウ 直近１年間の法人税、法人都道府県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税

を滞納している者

エ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号）第２

条第２号に掲げる暴力団及びそれらの利益となる活動を行う者

オ 会社法（平成 17 年法律第 86 号）に基づく特別清算の申立てがなされた法人等

及び開始命令がされている法人等（平成 17 年６月改正前の商法（明治 32 年法律

第 48 号）に基づく会社整理若しくは特別清算の申立て又は通告がなされた法人等

及び開始命令がされている法人等を含む。）

カ 破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 18 条又は第 19 条の規定による破産の申立

て（同法附則第３条によりなお従前の例によることとされる破産事件に係る同法

による廃止前の破産法（大正 11 年法律第 71 号）第 132 条又は第 133 条の規定に

よる破産の申立てを含む。）がなされている者

キ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条第１項又は第２項の規定による

更生手続開始の申立て（同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることと

される更生事件（以下「旧更生事件」という。）に係る同法による改正前の会社更

生法（昭和 27 年法律第 172 号。以下「旧法」という。）第 30 条第１項又は第２項

の規定による更生の申立てを含む。以下「更生手続開始の申立て」という。）がな

されている者（ただし、同法第 41 条第１項の更生手続開始の決定（旧更生事件に

係る旧法に基づく更生手続開始の決定を含む。）を受けた者が、その者に係る同法

第 199 条第１項の更生計画の認可の決定（旧更生事件に係る旧法の規定に基づく

更生計画認可の決定を含む。）があった場合にあっては、更生手続開始の申立てを

しなかった者又は更生手続開始の申立てをなされなかった者とみなす。）

ク 平成 12 年３月 31 日以前に民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）附則第２条に

よる廃止前の和議法（大正 11 年法律第 72 号）第 12 条第１項の規定による和議開

始の申立てがなされている者

ケ 平成 12 年４月１日以後に民事再生法第 21 条第１項又は第２項の規定による再

生手続開始の申立てがなされている者（ただし、同法第 33 条第１項に定める再生

手続開始が決定した場合にあっては、その旨を証する書類を提出することにより、

再生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをされなかった者とみなす。）

コ 指定管理者選定委員と資本面で関連がある者
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(5) 申請の方法

ア 提出書類

(ｱ) 指定管理者指定申請書（様式３）

(ｲ) グループ申請構成書、協定書、委任状（様式４、様式４-１、様式４-２）

※グループ申請の場合

(ｳ) 指定の期間に係る年度ごとのセンター管理運営に関する事業計画書（様式５）

(ｴ) 事業者に関する書類

ａ 団体の組織、沿革及び事業の概要を記載した書類（様式６）

ｂ 誓約書（様式７）

ｃ 定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類

ｄ 法人にあっては法人の登記事項証明、法人以外の団体にあっては代表者の住民

票の写し

ｅ 貸借対照表及び損益計算書又はこれらに類する書類（直近３事業年度分）

ｆ 法人税又は所得税、消費税などの各納税証明書（直近１年間）

ｇ 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める書類

イ 提出部数 ８部（正本１部、副本７部）

ウ 提出場所 静岡県教育委員会社会教育課

〒420-8601 静岡市葵区追手町９－６ 静岡県庁西館 8 階

TEL 054-221-3313 FAX 054-221-3362

エ 提出期間 令和元年９月２４日（火）から令和元年１０月３日（木）まで

ただし、静岡県の休日を定める条例（平成元年静岡県条例第 8 号）に

規定する休日を除きます。

受付時間：午前８時 30 分から午後５時まで

郵送による提出の場合は、１０月３日（木）午後５時必着

オ 留意事項

(ｱ) 申請書類は、日本産業規格のＡ４サイズとします。ただし、官公庁の発行する証明

書等やむを得ないものについては上記以外でも可とします。

(ｲ) 事業計画書等提出書類の著作権はそれぞれの申請者に帰属します。ただし、県は指

定管理者の決定の公表等において必要と認めるときは、提出書類の全部又は一部を無

償で使用できるものとします。

なお、実用新案権、意匠権、商標権、その他法令に基づいて保護される第三者の権

利の対象となっている事業手法、維持管理手法等を使用した結果生じた責任は、申請

者が負うものとします。

(ｳ) 申請書類提出後における申請書類の変更は認めません。

(ｴ) 「１０(4)申請者の制限」及び「１１(4)指定管理者の選定の除外」に掲げる事項に

該当すると判明した場合は、審査の対象から除外します。

(ｵ) 申請に係る費用は申請者の負担とし、提出された書類、資料は返却しません。
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(ｶ) グループで申請の場合、代表団体の変更は認めません。ただし、構成団体について

は業務上支障がないと県が判断した場合は、変更を可能なものとします。その場合は、

新たな団体に係る「事業者に関する書類」を提出してください。

11 指定管理者の候補者選定等

(1) 選定方法

指定管理者の選定に当たっては、青年の家等設置条例第 16 条の規定等に基づき、下記

の基準により総合的に判断するものとします。

ア 事業計画書の内容が、県民の平等な使用を確保することができるものであるととも

に、サービスの向上が図られるものであること。

イ 事業計画書の内容が、センターの効用を最大限に発揮できるものであるとともに、管

理に係る経費の縮減が図られるものであること。

ウ 事業計画書に沿った管理を安定して行う能力を有しているものであること。

エ 施設の運営管理、事業の実施に当たり、安全管理体制を十分に整えられるものである

こと。

※ 選定基準、審査項目及び配点は別紙のとおり

(2) 指定管理者候補者選定委員会の設置

指定管理者候補者（以下「候補者」という。）の選定を公平かつ適正に実施するため「静

岡県立朝霧野外活動センター指定管理者候補者選定委員会」（以下「選定委員会」という。）

を設置します。

選定委員会において、審査基準に基づき申請書等の審査を行い、候補者を選定します。

なお、募集要項の配布後、候補者の公表までの間に、申請者又は申請者の代理人その

他の関係者が、選定委員会委員に対し、接触を求めたり、文書等を送付したり、利益を

供与する等、申請者を有利に又は他者を不利にするように働きかけた場合は失格としま

す。

【選定委員会委員】

(3) 審査方法

ア 審査（開催時期：令和元年 10 月 15 日予定）

選定委員会において、申請書類等の審査（第１次審査）を行います。また、同日プレゼ

ンテーション及びヒアリング（第２次審査）を行い、優秀者１者を選定します。

委員長 松 永 由 弥 子 静岡産業大学教授

委 員

松 井 敬 子 富士宮市立上野小学校長

阿 部 郁 男 常葉大学教授

脇 坂 茂 日本ボーイスカウト静岡県連盟副理事長

山 田 新 公認会計士

長 澤 由 哉 静岡県教育委員会理事

山 下 英 作 静岡県教育委員会社会教育課長
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イ 指定管理者として適当と認める者がいない場合

第１次審査及び第２次審査において、指定管理者として適当と認める者がいなかっ

た場合は、この募集に基づく指定は行わないこととします。

(4) 指定管理者の選定の除外

申請書を提出した団体等が、次のいずれかに該当する場合は、候補者の選定の対象か

ら除外します。

ア 申請書類の記載内容に虚偽又は不正があった場合。

イ 申請者又は申請者の代理人その他の関係者が、選定委員会委員に対し、接触を求め

たり、文書等を送付したり、利益を供与する等、申請者を有利に又は他者を不利にす

るように働きかけた場合

ウ 複数の事業計画書を提出した場合

エ 申請書類受付期限までに所定の書類が整わなかった場合

オ 申請書類提出後に事業計画書の内容を変更した場合

カ 県が支払う指定管理料について、上限額を超える提示をした場合

キ その他、指定管理者の募集等に関して不正な行為があったと県が認めた場合

(5) 指定管理者の選定過程及び申請書類の公表等

ア 次に掲げる事項については、公表します。

(ｱ) 申請書類の受付期間終了後

申請者数

(ｲ)候補者の公表後

ａすべての申請者の名称

ｂすべての申請者の申請書類の概要（公にすることにより、申請者の権利、競争上の

地位その他正当な利益を害するおそれがある部分を除きます。）

ｃすべての申請者の評価点数

ｄすべての申請者の評価理由（公にすることにより、申請者の権利、競争上の地位そ

の他正当な利益を害するおそれがある部分を除きます。）

イ 静岡県情報公開条例に基づく開示請求があった場合、同条例の規定に従って、申請

書類の内容が開示される場合があります。

(6) 選定結果の通知等

ア 申請内容について、青年の家等設置条例の基準に照らして総合的に審査し、適当で

あると認められる場合は、申請を行った団体又はグループを候補者として選定し、結

果について申請者全員に書面で通知します。

イ 指定管理者として指定されるまでの間に候補者に事故があった場合は、選定されなか

った申請者の中から新たに候補者を選定することがあります。
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ウ 教育委員会は県議会の議決（令和元年 12 月予定）を経た後に、候補者を指定管理者

として指定し、その旨を告示します。

エ 選定委員会の審査結果に基づき教育長が候補者として選定した場合であっても、県議

会において指定の議決を得られない場合は、指定管理者とならない場合がありますの

で、ご留意願います。

12 指定管理者との協定の締結

教育委員会は、県議会の議決後、指定管理者として指定された団体又はグループと、

業務を実施する上で必要となる下記詳細事項について協議を行い、これに基づいて協定

を締結します。

更に、年度毎に取り決めを行う必要がある場合には、別途年度協定を締結することが

できるものとします。

その際、指定管理者として指定された団体が、正当な理由なくして協定の締結に応じ

ない場合は、指定を取り消すことがあります。

なお、当該協定に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、教育委員会及び指定管理

者双方が誠意をもって協議するものとします。

ア 業務の範囲の詳細に関する事項

イ 管理の基準の詳細に関する事項

ウ 県が支払う管理運営費用に関する事項

エ リスク管理、責任分担の詳細に関する事項

オ 施設の目的外使用の詳細に関する事項

カ 連絡体制、随時の報告、立ち入り調査権等事業報告に関する事項

キ 指定の取消し等に関する事項

ク 個人情報の保護に関する事項

ケ 協定の改定に関する事項

コ 県が事前に用意する備品物品等に関する事項

サ その他施設の状況に応じて必要な事項

また、指定管理者が基本協定の締結までに、資金事情の悪化等により、事業の履行

が確実でないと認められる、又は著しく社会的信用を損なう等、指定管理者としてふ

さわしくないと認められる場合は、その指定を取り消し、基本協定を締結しないこと

があります。

13 事業の継続が困難になった場合における措置に関する事項

ア 指定管理者の責めに帰すべき事由により、指定管理業務が困難になった場合又はそ

のおそれが生じた場合には、教育委員会は、指定管理者に対して改善勧告を行い、期

間を定めて改善策の提出及び実施を求めることができるものとします。

指定管理者が当該期間内に改善することができなかった場合には、教育委員会は、指定
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管理者の指定を取り消すことができるものとします。

イ 指定管理者が倒産し、又は指定管理者の財務状況が著しく悪化し、指定管理業務の継続

が困難と認められる場合には、教育委員会は、指定管理者の指定を取り消すことができ

るものとします。

ウ 上記（ア）又は（イ）により、指定管理者の指定が取り消された場合には、指定管理

者は、県に生じた損害を賠償しなければなりません。

エ 不可抗力その他県又は指定管理者の責めに帰することができない事由により指定管理

業務の継続が困難になった場合には、教育委員会と指定管理者は、継続の可否について

協議するものとします。

オ 上記（ア）から（エ）までに規定するもののほか、指定管理業務の継続が困難となっ

た場合の措置については、協定で定めます。

14 業務の引継ぎについて

(1) 協定締結前の引継ぎ（青年の家等設置条例附則第３項）

指定管理者として選定された団体は、業務開始日（令和２年４月１日）までの約 3

か月間、現運営者からの事務引継及び業務の習得を行うものとします。

また、指定期間開始前に申込みがあった令和２年４月１日以降の入所団体の利用に

ついては、原則として現運営者から引き継ぐものとします。

なお、指定管理業務の開始日（令和２年４月１日）より前に事務引継等に要した費

用は、すべて指定管理者として選定された団体の負担とします。

(2) 指定期間終了時又は取り消しの時の引継ぎ

指定期間が終了したとき（継続して指定管理者に指定されたときを除く。）又は指定

が取り消されたときは、センターを原状に回復して県に施設、備品及び必要な書類等

を引き渡すとともに、次期の指定管理者又は県と十分に事務引継を行うこととします。

ただし、原状回復について、県がその必要はないと認めた場合はこの限りではあり

ません。

15 外部評価、期間評価、モニタリング等の実施

(1) 外部評価

県は事業報告書等に基づき、指定管理者の業務状況を確認するだけでなく、業務

が設置目的の達成に貢献しているか客観的に評価するため、外部有識者による県立

青少年教育施設指定管理者外部評価委員会を設置し、年度評価及び期間評価を行い

結果を公表します。当該委員会の提言については、できる限り尊重していただきま

す。

(2) 期間評価

県は指定管理期間の最終年度に外部評価委員会の中で期間評価を行います。期間評

価が優秀であると認められる場合、次回選定時に当該指定管理者に加点を行います。
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(3) モニタリング等の実施

指定管理者は、来場者の利用動向や意向・意見等を把握するため、独自のアンケート

調査や、利用者との意見交換会などを実施し、以後の施設の管理運営に反映させるもの

とします。

16 その他管理運営に当たっての留意事項

ア 指定管理者が行う業務の全部を第三者に委託し、請け負わせることはできません。た

だし、業務の一部については、教育委員会の承諾を受けて再委託することができます。

イ 指定管理者が協定の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、その指定を取り消

し、協定を締結しないことがあります。

ア 資金事情の悪化等により、事業の履行が確実でないと認められるとき。

イ 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認められ

るとき。

ウ 指定管理者がセンターの施設内に、当該施設の運営と密接な関係のない営利施設を設

置する場合は、事前に教育委員会と協議することとし、その面積に応じて公の施設

の賃借料を支払っていただきます。

エ 地方自治法、青年の家等設置条例、静岡県立青年の家等の設置、管理及び使用料に関

する規則その他関係法令等をよく読んで申請してください。

オ 指定管理者は、静岡県個人情報保護条例の適用を受けますので、センターの管理運営

上知り得た個人情報を適切に保護する義務があります。個人情報の適切な取り扱いの

具体的な内容については、別途協定で定めることとします。

カ 指定管理者は、静岡県情報公開条例の趣旨にのっとり、センターの管理者としての業

務に関して保有する情報について情報公開が推進されるよう努める必要があります。

キ 事務用机等県所有の備品は、指定管理者に無償で貸与されます。

ク 指定管理者は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、静岡県が定める実行計

画に沿って、温室効果ガスの排出量の削減に努めていただくとともに、エネルギーの

使用の合理化に関する法律に基づいて行う年間エネルギーの使用量の報告など、必要

な事務を行っていただきます。また、環境に配慮した商品・サービスの購入を推進し、

廃棄に当たっては資源の有効活用や適正処理を図ることや施設の利用者に対して環境

の保全に関する情報提供に努めることとします。
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17 指定申請書等の提出及び問い合わせ先

静岡県教育委員会社会教育課 青少年育成班

〒420-8601 静岡市葵区追手町９－６ 静岡県庁西館 8 階

TEL 054-221-3313（直通）

FAX 054-221-3362

E-mail:kyoui_shakyo@pref.shizuoka.lg.jp
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別紙 静岡県立朝霧野外活動センター 指定管理者選定基準・審査項目

選 定 基 準 審 査 項 目 配点

ア 県民の平等な使用
の確保とサービスの
向上が図られるこ
と。

①【基本方針】
青少年育成に関して、センターが果たすべき役割

をどのように認識し、管理運営に関してどのような
基本方針であるか。 20
②【平等な利用の確保】

事業計画内容の対象者に偏りがなく、平等な利用
が確保されるものであるか。

イ 施設の効用を最大
限に発揮できる事業
計画であること。

①【魅力的な自主事業】
青少年健全育成や施設のＰＲに寄与する魅力的な

自主事業の提案があるか。

20

②【効果的な各種研修プログラム】
青少年健全育成のために効果的な各種研修プログ

ラムの提案がなされているか。

③【開所日・休所日の設定】

利用者のニーズに応じた適切な開所日・休所日の

設定が可能であるか。

④【利用者数の確保】
利用者数の確保に対する取組について、適切な提

案がなされているか。

⑤【独自性のある提案】
施設の効用最大化のために新たな提案があり、そ

の内容が効果的と認められるか。

ウ 管理運営に係る経
費の縮減が図られる
ものであること。

①【委託料の提案額】
委託料の提案額はどの程度か。

20②【経費縮減に関する提案】
管理運営業務の効率化と経費の縮減に関する提案

は適切か。

エ 事業計画に沿った
管理運営を安定して
行う能力を有してい
ること。

①【財政的基盤】
継続的に安定した管理運営が可能な財政的基盤は

あるか。

20

②【類似施設運営の実績】
類似施設の管理運営等において優れた実績を有し

ているか。過去５年間に重大事故の事例がないか。

③【施設運営の組織体制】
継続的に安定かつ効果的な施設管理運営が可能な

人材から構成される組織体制であるか。

④【利用者の個人情報保護】
利用者の個人情報保護について適切な提案がなさ

れているか。

オ 施設の運営管理・
事業の実施に当た
り、安全管理体制を
十分に整えられるも
のであること。

①【利用者の安全確保】
利用者の安全確保について、適切な提案がなされ

ているか。
20

合 計 100


